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対象組織
原則として、ナイス株式会社、子会社35社、関連会社9社（2022年3月31日現在）を対象としています。
ただし、一部、非財務に関する数値については、ナイス株式会社のみを対象としています。

対象期間
原則として、2022年3月期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）を対象としています。ただし、一部、2021年3月
期以前又は2023年3月期に開示された事項や事業活動の内容を含みます。

見通しに関する注意事項
業績予想などは、現時点で入手可能な情報と、合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々なリス
クや不確定な要素などの要因により、異なる可能性があります。
本レポートは、ナイス株式会社のホームページに掲載している財務情報や各種報告書で開示している内容に加え、ナイス株
式会社が持続的な企業価値向上に向けて取り組んでいる内容をステークホルダーの皆様に分かりやすく伝えることを重視し
ました。
詳細につきましては、ナイス株式会社のホームページをご覧ください。

株主・投資家向け情報	
https://www.nice.co.jp/shareholder/

編集方針

2022年3月期（第73期）有価証券報告書	
https://www.nice.co.jp/files/pdf/73th.pdf
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『彩りある未来』を想創します
ソ ウ ゾ ウ

ナイスグループは

人と人、人と社会、人と自然、そして時代をつなぎ、はぐくみ

樹とともに、幸せな『彩りある未来』を想創します

心からの「想像力」と、無限の「創造力」をもって

自らが大きな樹となり

『彩りある未来』を共に想い、共に創る

創業の精神である「無信不立」「大樹深根」を礎に

感謝の気持ちを込めて

お客様の明日とこれからの未来を切り拓いてまいります

ほんのひとひらの彩りが、ささやかな日常だとしても

その積み重ねこそ、かけがえのない人生そのものだと信じ

私たちは、幸せな『彩りある未来』を想創します

 

ソウゾウ

ソウゾウ

む　しん ふりゅう

※想創は、想像（imagination）と創造（creativity）を一語にした造語です。
ソウゾウ

お客様の絶対的信頼に応える

お客様の絶対的信頼に応えることを第一の目的とします

常に向上発展し、企業活動を通じて社会に貢献します

人と社会をつなぎ、はぐくみ、幸せな『彩りある未来』を想
ソウゾウ

創します

社　是

基本理念
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木材流通をルーツとし、住宅・建築物・暮らし
全般にわたる商品・サービスを提供する
企業グループへ拡大

市売木材㈱を設立
木材の受託販売を開始

建築資材の取り扱いを開始

マンション分譲事業を	
開始

「ナイス熊野の森」を
取得

「ナイス丹沢の森」を
取得

「ナイス川根の森」を取得

「ナイス岐阜の森」を取得
「ナイス京都北山の森」を取得

「ナイス津久井の森」を
取得「ナイス猪苗代の森」を取得

「ナイス徳島の森」を取得

不動産流通事業を開始

木材・住宅業界の業務用
ソフトの開発・販売を開始
（ナイスコンピュータ
システム㈱）

社有林の取得を開始、	
山林の保全・育成に着手

不動産賃貸管理事業を
開始（ナイス賃貸情報
サービス㈱）

リフォーム事業を開始

オリジナル金物工法
「パワービルド工法」の
供給を開始

「ナイスサポートシステ
ム」を導入。取引先様の
受注サポート体制を整備

ナイスの森面積（当初）

140.5ha

ナイスの森総面積

2,021.3ha

輸入外材の取り扱いを開始	
東京証券取引所に上場

躯体材の機械加工・販売
事業を開始
(ナイスプレカット㈱）

ハウスメーカー向けの	
建築資材販売を開始

建築工事事業を開始
（ナイスユニテック㈱）

ケーブルテレビ事業を	
開始（YOUテレビ㈱）

木質空間提案
「WoWooD™」を開始

非住宅の中大規模木造	
建築への取り組みを開始

中古マンションリノベー
ション事業を開始
（リナイス㈱）

太陽光発電システム販売
事業を開始
（スマートパワー㈱）

創立70周年

1950年

1980年

1990年

2001年

2012年

2015年
2007年

2008年

1959年

1971年

1977年

1984年

1980年

1988年

1987年

1995年

2000年1992年

1993年

2022年

2008年

1998年

1962年

2009年

2011年

2020年

一戸建住宅の分譲事業を
開始

1972年

マンション管理事業を開始	
（ナイスコミュニティー㈱）

1974年

一戸建住宅

累計8,114戸
供給

一戸建住宅

累計988戸
供給

一戸建住宅

累計17,068戸
供給

マンション

累計25,981戸
供給

マンション

累計2,890戸
供給

マンション

累計54,378戸
供給

（2000年3月）

（1980年3月）

（2022年3月）

「ナイス住まいの情報館」
を展開

製材事業を開始
（ウッドファースト㈱）

2012年

2014年

™
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主要連結子会社
⃝ナイスプレカット株式会社
⃝テクノワークス株式会社
⃝ウッドファースト株式会社
⃝ホクリク住材株式会社
⃝スマートパワー株式会社
⃝株式会社アルボレックス
⃝伊予木材株式会社
⃝株式会社菱元屋
⃝Nice International Canada Corporation
⃝ノブレスキッチン株式会社

主要連結子会社
⃝ナイス賃貸情報サービス株式会社
⃝ナイスコミュニティー株式会社
⃝ナイスコミュニティーサービス株式会社
⃝リナイス株式会社
⃝フェニーチェほっとリビング株式会社
⃝パワーホーム青森株式会社
⃝プレステージホーム沖縄株式会社
⃝菊池建設株式会社

主要連結子会社
⃝ナイスユニテック株式会社
⃝ナイスコンピュータシステム株式会社
⃝SDロジ株式会社
⃝YOUテレビ株式会社
⃝プロパティオン株式会社

建築資材事業

住宅事業

その他の事業

不動産の流通
（不動産の仲介・リノベーション）

木造建築工事

一般放送事業

ソフトウェアの開発・販売

運送・倉庫業

79.1%

16.4%

4.5%

2022年3月期セグメント別売上高構成比

2022年3月期業績サマリー

過去5年間の売上高推移

売上高

2,295億円

241,688 244,183 251,475

214,069
229,514

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2018 / 3 2019 / 3 2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3

300,000

（期）

■	建築資材事業
■	住宅事業
■	その他の事業

■	建築資材事業
■	住宅事業
■	その他の事業

（百万円）

木材・木材製品の流通

建材・住宅設備機器の流通

木材製品等の製造・加工

新築一戸建住宅の供給（分譲・請負）

新築分譲マンションの供給

不動産ストックビジネス
（マンション等の総合管理・リフォーム・賃貸）

2,295 億円

102 億円

95 億円

44 億円

売上高

営業利益

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

木材市場の経営

P17　建築資材事業

P21　住宅事業

他3社

他3社

他6社
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事業概要
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中期経営計画の達成に向けて

「木材流通」をルーツとするナイス

 中期経営計画初年度の概況

中期経営計画の初年度となる2022年3月期においては、新

型コロナウイルス感染症の影響はあったものの、外出の自粛や

職住融合といった暮らし方の変化などを背景に、快適な住生活

環境を求めるニーズが高まりました。住宅市況は堅調に推移

し、新設住宅着工戸数は3年ぶりに増加に転じました。木材流

通においては、新型コロナウイルス感染拡大に端を発し、木材

の世界的な需給バランスが崩れたことで、2021年春ごろから、

いわゆるウッドショックが発生いたしました。また、2022年の

年明けにかけてはウクライナ情勢が緊迫化するなど、不確実

性がより一層高まった一年となりました。

そのような中、建築資材事業においては、国内におけ

る木材流通インフラ企業としての社会的責務を果たすべ

く事業活動を行ってまいりました。輸入材の供給が不足

する中、これまで培ってきた全国の製材メーカー様との	

ネットワークを生かし、特定の産地に限定するのではなく、

日本全国の産地から調達する「多産地連携システム」により

国産材の調達に努めたほか、全国の木材市場と物流センター

を木材のストックヤードとして活用し、木材の安定的な供給

に注力いたしました。また、住宅１棟分の部材全てを国産材

でパッケージ化した「国産材プレミアムパッケージ」の提案

を推進したことなどにより、木材売上高が伸長しております。

住宅事業においては、中期経営計画の重点戦略として掲

げているストックビジネスの強化・拡大を図ったことで、マ

ンション管理事業や不動産賃貸管理事業の売り上げが増加

しております。また、不動産流通事業に注力し、仲介手数料

売り上げ及び中古マンションリノベーション事業の売り上

げも増加いたしました。2021年4月には注文住宅事業部を

新設し、コロナ禍において居住ニーズが多様化する中、様々

なライフスタイルに対応した仕様の提案を強化しておりま

す。同年9月には、日本最大級の総合住宅展示場「tvkハウ

ジングプラザ横浜」にモデルハウスを出展し、「木を使った

上質空間～木の温もりにあふれる、上質な暮らし～」を提案

しております。

これらに取り組んだ結果、2022年3月期の連結業績

については、売上高2,295億14百万円、営業利益102億	

24百万円、経常利益95億89百万円、親会社株主に帰属す

る当期純利益44億82百万円となっております。

 次期の見通し

2023年3月期にかけては、ロシアのウクライナ侵攻に

伴う資源・エネルギー価格の高騰、不安定な為替の動向な

どにより、物価の上昇が懸念されておりますが、全国旅行

支援の再開や水際対策の緩和などにより、旅行客をはじ

めとする人の往来が回復するなど、サービス消費を中心

とした個人消費に改善の動きが見られています。一方で、

新設住宅着工戸数については、建築資材価格の高騰等に

より弱含みで推移しているほか、木材価格については、調

整局面に移行したものの依然として高値水準にあり、不

透明な状況が続いております。

そのような中、当社グループは、中期経営計画に掲げた

重点戦略に基づき、建築資材事業においては、木材の利用

促進に努めるとともに、2022年7月には、工務店様やビル

ダー様のZEHへの取り組みを一気通貫でサポートする「ス

マとく」の提供を開始、ZEHに関連する建材・住宅設備機

器の販売を強化しております。

住宅事業においては、引き続きストックの活用と不動産

流通事業の強化・拡大を推進いたします。2022年4月に新

設したリフォーム事業部では、建築資材事業とのシナジー

を図り、最適な建材・住宅設備機器から、木の魅力を生かし

た空間まで、お客様のニーズに合わせた提案を実施してま

いります。

また、中期経営計画を達成し、更なる企業成長を遂げて

いくためには、DXの推進とSDGs及びESG経営への取り

組みの強化が重要であると考えております。DXについて

は、競争優位性の確立を目指し、建築資材事業における新

たなサービスの創出とデータドリブンマーケティングの活

用、住宅事業におけるストックデータの活用などに取り組

んでまいります。SDGs及びESG経営の推進については、

2022年4月に専門部署を設置し、サステナブル経営の実

践に向けた歩みを着実に進めているところです。

これらの施策を進めることで、2023年3月期の連結業

績予想については、売上高2,280億円、営業利益56億円、

経常利益48億円、親会社株主に帰属する当期純利益36億

円を見込んでおります。

 木材市場と商社機能が事業の強み

当社グループは1950年、木材の市売事業を営む「市売木

材株式会社」を設立、横浜市鶴見区に木材市場を開設いたし

ました。1959年には、取扱商材を建材や住宅設備機器など

建築資材全般へと拡大、1962年には木材流通業界で初と

なる東京証券取引所へ上場いたしました。1963年の神奈川

県相模原市における木材市場の開設を皮切りに、現在では、

全国13カ所に木材市場を有し、業界唯一の全国展開を果た

しました。1971年には、日本で初めて２×４材の輸入を開

始、現在では北米、欧州産の製材品から集成材、針葉樹合板

など、多様な木材製品を輸入販売しております。こうした木

材市場経営と木材商社という二つの機能を併せ持つことで、

国内外の製材メーカー様との強固なネットワークを構築し、

国産材から輸入材まで幅広い木材製品を取り扱えることが

当社グループの強みとなっております。また、木材市場に併

設・近接する形で建材・住宅設備機器の営業・物流拠点をは

じめ、プレカット工場、総合物流センターを整備することで、

建築資材事業の基盤を構築してまいりました。

これらの全国に広がる木材・建材・住宅設備機器の流通

プラットフォームと、川上から川下に至るまでのネットワー

クを生かし、地域に密着したトータル受注体制を展開して

おります。

 住宅・建築物・暮らし全般へ事業を拡大

1971年にはマンション分譲事業を、1972年には一戸

建住宅の分譲事業を開始しました。その後、不動産流通事

業をはじめ、マンション管理事業、リフォーム事業、不動産

賃貸管理事業、中古マンションリノベーション事業を開始

するなど事業の拡大を図り、住宅・建築物・暮らし全般に

わたる商品・サービスを提供する企業グループへと成長を

続けてまいりました。

更に、ITソリューション事業やケーブルテレビ事業へと

事業領域を広げたほか、グループの総合力を結集する形で

中大規模木造建築物への取り組みを開始するなど、業容の

拡大を図ってまいりました。

 新創業へ向けて

2020年、当社グループは創立70周年を迎えました。

皆様の長きにわたるご支援に改めて感謝申し上げます。

当社グループは、2022年3月期を新創業の年と位置付け、

2024年3月期までの3カ年を計画期間とする新たな中期

経営計画を策定、同計画に基づき、着実に歩みを進めてい

るところです。

代表取締役社長

P05-06　ナイスグループの歩み P15-24　中期経営計画
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全社一丸となり
『彩りある未来』を想

ソウゾウ
創する

トップメッセージ



Chapter

01

Chapter

02

Chapter

03

Chapter

04

ナ
イ
ス
に
つ
い
て

事
業
戦
略

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

新たな理念体系の構築

最後に

本レポートを通じて、当社グループのこれまでの事業

活動や今後の方向性などについて、皆様にご理解いただ

ければ幸いです。当社グループは、新たな理念体系のも

と、経済・環境・社会の側面から企業価値の更なる向上を

図ることで、『彩りある未来』の実現に挑戦してまいりま

す。ステークホルダーの皆様には、引き続き事業活動へ

のご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

サステナブル経営の実現に向けて

 ステートメント

当社グループは、創立70周年を迎えたことを機に、

2022年6月、新たな理念体系を策定いたしました。策

定に当たっては、次世代を担う若手・中堅社員を中心と

したプロジェクトを組成し、議論を進めてまいりました。

そして、当社グループが持つ価値や個性、ありたい姿な

どについて見つめ直す中で、理念体系の最上位に位置付

けられるものとして、新たに「『彩りある未来』を想創（ソ

ウゾウ）します」というステートメントを掲げました。

これは、当社グループが達成すべき目標として、あら

ゆるステークホルダーの皆様に対して宣言するもので

あり、「想創」という字は、想像（imagination）と創造

（creativity）を一語にした造語です。ここには、「人々

それぞれに思い描く、幸せな『彩りある未来』を心から

の想像力で想い、無限の創造力をもって創る」という強

い決意を込めております。当社グループは今後、この

ステートメントの実現に向けて、事業活動に邁進し、持

続的な成長及び更なる企業価値の向上を図ってまいり

ます。

 基本理念と社是

基本理念として、「お客様の絶対的信頼に応える」を

掲げました。この言葉は、当社の創業の精神である「無

信不立（むしんふりゅう）」に基づいています。流通事業

は、当社グループだけでは成り立ちません。常にお取引

先様やお客様を想い、その信頼に応え続けることで、企

業責務を遂行していくという意思を込めております。

併せて、社是についても刷新いたしました（P04参

照）。一つ目には、「お客様の絶対的信頼に応えること

を第一の目的とします」と、基本理念の要素を入れてお

ります。また、三つ目には、「人と社会をつなぎ、はぐく

み、幸せな『彩りある未来』を想創（ソウゾウ）します」

と、ステートメントの要素を新たに入れ込むことで、当

社グループの存在意義や目指すべき姿を明確にいたし

ました。

 ESGに配慮した経営を推進

当社グループが更なる企業成長を続けていくために重要

となるのが、サステナブル経営の推進です。現在、企業に対

しては、単に収益を最大化させるのではなく、環境・社会を

維持・増強しながら、経済活動としての事業を持続的に成

長させることが求められております。

こうした認識のもと、当社は2022年4月、管理本部経営

企画室内にサステナブル推進課を新設いたしました。同課

が中心となって、当社グループにおけるサステナブル経営

の実践に向けて、課題をしっかりと見極めながら、積極的な

推進とステークホルダーの皆様への発信を強化していきた

いと考えております。

■ 【環境　Environment】
地球温暖化対策が世界的な課題となっており、脱炭素社

会の早期実現が求められております。そのような中、木材

の利用拡大やZEHの推進など、当社グループの事業領域で

ある木材・住宅業界が果たす役割は大きいものがあります。

当社グループといたしましては、住宅のみならず、非住宅

分野をはじめとした新たな木材需要の創出、合法木材や森

林認証材の流通などによる木材の循環利用の促進、更には、

国内における新築一戸建住宅の約4割を供給する地域の工

務店様に対する、ZEHをはじめとした高性能住宅の取り組

みのサポートについて、引き続き強化してまいります。これ

らの活動を通じて、事業の持続的成長と環境課題の解決の

両立に取り組んでまいります。

■ 【社会　Social】
取り組むべきテーマは多岐多様ですが、持続的に事業を

推進していくために最も重要となるのは、「人財」だと考

えております。社員の自主性・主体性を尊重し、成長を促

すことが企業の成長にもつながるとの認識のもと、当社は

2022年4月、「働きやすさ」と「働きがい」を高めるべく、

人事制度を刷新いたしました。本制度を通じて、育児や介

護などと仕事との両立をはじめとした働き方の多様化へ

の対応を図るとともに、性別や年齢にかかわらず、全ての

社員が自律的に生き生きと働ける会社づくりを進めてま

いります。

■ 【ガバナンス　Governance】
当社グループは、持続的な企業価値の向上を図り、株

主の皆様をはじめとした当社グループに関係する方々へ

の利益の還元及び社会貢献に努めていくうえで、コーポ

レート・ガバナンス体制の強化・充実を重要な課題とし

て位置付けております。

様々なステークホルダーの皆様とのエンゲージメント

の必要性を十分に認識のうえ、ステートメント及び基本

理念、社是に基づいて企業運営・企業活動を行うととも

に、これらを誠実に遂行するため、当社グループ共通の

「ナイスグループ行動指針」を新たに定めました。これを

周知徹底することで、健全な事業活動倫理を尊重する企

業文化・風土の醸成に努めております。

 グループ横断型の新たな取り組み
～WoWooDTMプロジェクト～

ステートメントの実現に向けた新たな取り組みの一環と

して、未来を彩る木質空間「WoWooDTM（ワウッド）」の提案

をスタートし、グループ横断型のプロジェクトを進めており

ます。「WoWooDTM」は、「Wow（ときめき）」と「Wood（木）」

を掛け合わせた造語で、より多くの方々に、木の効能、デザ

イン性など、木が持つ魅力や可能性を知っていただき、木を

もっと身近に感じていただきたいと考えております。今後、

建築資材事業による最適な素材選定や、住宅事業で培った

設計・デザインなどのノウハウを生かし、非住宅も含むあら

ゆる空間に展開してまいります。

この「WoWooDTM」の先駆けとして行ったのが、当社の

本社ビルの木質化リノベーションです。このリノベーショ

ンには、当社グループが持つ「木質化」に関するノウハウを

ふんだんに盛り込んでおります。木質化による労働生産性

の向上や、アフターコロナにおける社員間やお取引先様と

のコミュニケーションの創造を図るなど、今後求められる

新しいオフィスのあり方をご提案しております。2022年	

10月には、当社の相模原市場で開催した木材展示会「木	

フェス®」において、応接室や執務スペースの木質化提案も

実施いたしました（下写真）。

また、当社が過去に分譲したマンションの専有部や、当

社が保有する賃貸マンションのエントランス等の共用部に

ついて、木質化リノベーションを実施いたしました。当社グ

ループの管理物件や過去分譲物件の多くが、リフォームやリ

ノベーションの需要が高まる時期を迎える中、木材が持つ効

能による彩りある暮らしをご提供することで、資産価値の向

上をご提案してまいります。

こうした取り組みが、都市部における木材利用の促進や、

社会課題である高経年マンション再生の一助となることを

願い、今後、積極的に推進してまいります。

P03-04　STATEMENT・基本理念・社是 P13-14　新コンセプト「WoWooDTM」スタート

P25　ナイスのサステナビリティ P29-32　社会

P26-28　環境 P33-38　ガバナンス
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創立70周年事業の一環で、当社の本社ビルの木質化リノベーションを実施いたしました。コンセプトとして掲げた「脱
炭素・木質化の推進、アフターコロナにおける社員間コミュニケーションの創造」を実現するため、「WoWooD™」の取り
組みの一つとして、当社グループが持つ「木質化」に対するノウハウを盛り込んでいます。

既存マンションの専有部や共用部に木材をふんだんに用いることで、新たな空間へと生まれ変わらせる木質化リノベーショ
ンを実施しています。木質化によって付加価値を高めることで、既存マンションを再生し、資産価値の向上を図っています。

 詳細は

■  内装木質化リノベーション ■  共用部の木質化リノベーション

木の温かみ・デザイン性を随所に取り入れ、木材が持つ効能
を存分に活用した「人に優しい空間」を実現しています。

エントランスに施した木の温かみで、築35年の賃貸マン	
ションの共用部に彩りを添える木質化を実施しています。

本社ビルの木質化リノベーションを実施

マンション専有部・共用部の木質化により豊かな暮らしを提案

ナイスリブレスト上末吉（神奈川県横浜市）アイランドグレース（神奈川県川崎市）

1階ロビースペース

当社グループは、木が持つ魅力やあらゆる可能性をより多くの方々に 

知っていただき、木をもっと身近なものにしていきたいという想いから、

当社グループにおける木質化事業をつなぐ新たなコンセプト「WoWooDTM

（ワウッド）」を掲げました。「WoWooDTM」は、「Wow（ときめき）」と

「Wood（木）」を組み合わせた造語で、自然素材である木の効能やデザイン

性など、木が持つ魅力や可能性を表現しています。

当社グループでは、今後、「WoWooDTM」に基づく木質化提案を通じて 

住宅及び建築物への木材利用を促進し、環境負荷の軽減に努めるとともに、

『彩りある未来』を実現してまいります。

新コンセプト「WoWooD™」スタート
木材利用の促進を通じた脱炭素社会への貢献

7階コワーキングスペース

2階接客スペース

ナイス徳島の森

1階ロビースペース
約140㎡に及ぶロビーのフローリングには、飫肥（お

び）スギの赤身材を活用したオリジナル商品「ObiRED®

（オビレッド）」のフロア材を施工しています。このフロ
ア材には、表層圧密テクノロジー「Gywood®（ギュッ
ド）」を施し、表面を硬く傷つきにくく加工することで、靴
でも利用できるようにしています。

2階接客スペース
2階の受付では、ふんだんに使用された国産材がお客

様をお迎えします。受付台の前面にヒノキのスリット材、
背面パーテーションにはオニグルミとヤマザクラを配し
たほか、壁面には木曽五木の一つとして知られるコウヤ
マキを施工し、高級感のある空間を演出しています。

7階コワーキングスペース
社員が自由に利用できるコワーキングスペースは、人

に優しい木質空間を意識した設計としています。木材の
色や香りが自律神経に鎮静効果をもたらすことで、副交
感神経を活性化させるという木の効能を生かし、作業効
率の向上や疲労軽減効果が期待できます。
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中期経営計画

気候変動やそれに伴う自然災害の激甚化、加えて新型
コロナウイルスの感染拡大等に伴い、環境意識の高まり
や急速なDX化など、企業を取り巻く環境は想定を超える
スピードで変化しています。住宅関連業界においても、
人口減少や少子高齢化等の人口動態をはじめ、住まい方
に対する消費者の価値観の転換など、需要構造は大きく
変化しており、その対応が急務となっています。更に、
2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、住宅・
建築業界及び木材業界に求められる役割は大きいものと
なっています。

こうした中、当社は、事業環境の大きな変化を新たな
企業価値創造の機会として捉え、経済価値のみならず、
SDGsやESG経営を通じて社会価値・環境価値を重視
し、様々な社会課題解決の一翼を担うことで企業価値
の持続的な向上を目指すべく検討を重ね、2022年3月
期を初年度とする3カ年の中期経営計画を策定いたし
ました。
本計画に掲げた諸施策を確実に実行していくことで、

持続的な成長及び更なる企業価値の向上を実現してまい
ります。

中期経営計画2年目となる2023年3月期の連結業績
見通しは、売上高2,280億円、営業利益56億円、経常利
益48億円、親会社株主に帰属する当期純利益36億円、	

また、本計画最終年度である2024年3月期については、売上
高2,300億円、営業利益50億円、経常利益45億円、親会社
株主に帰属する当期純利益35億円を定量目標としています。

2022年3月期は、住宅業界においては、当社の事業と
関連のある新設住宅着工戸数が前期比6.6％増の86万	
5千戸、うち持ち家は同6.9％増の28万1千戸となりまし
た（図1）。また、当社の企業ルーツである木材流通業界に
おいては、ウッドショックによる世界的な木材価格の上
昇を受け、国内でも2021年の初頭から輸入材の価格が、
春先からは国産材の価格が高騰しました。その後も、木
材価格は高値で推移しました（図2）。
当社は2021年7月16日に株式会社ヤマダホールディ

ングス様と資本業務提携契約を締結し、住生活産業に係
る事業等で包括的に相互の事業発展を図っています。
こうした環境の中、当社グループの当連結会計年度に

おける売上高は2,295億14百万円（前期比7.2％増加）、
営業利益は102億24百万円（同127.5％増加）、経常利
益は95億89百万円（同143.3％増加）、親会社株主に帰
属する当期純利益は44億82百万円（同122.2％増加）と
なりました※。中期経営計画については、計画最終年度に
おける利益目標等を超過する結果となっています。

中期経営計画策定の背景

2022年3月期の概況

中期経営計画及び2023年3月期連結業績予想

⃝ SDGs及びESG経営への取り組みによる更なる企業価値の向上
⃝ 積極的な木材利用の促進及び建築物の木造化・木質化の普及等を通じた持続的な成長
⃝ 良質な住宅の供給と、住宅ストックの活用及び不動産流通事業の強化
⃝ ITの活用及びDXの推進による競争優位性の確立

⃝ 国産材を中心とする木材の更なる利用促進、環境性とレジリエンス性の高い住まいと暮らし方の普及に向けた
取り組みの推進

⃝ 生産性の向上と業務の効率化の実現に向けたIT化の推進と、新サービスの開発や新たなビジネスモデル構築に
向けたDX化の推進

⃝ 健全な経営基盤の構築と企業価値の向上により、ステークホルダーの皆様との長期的な信頼関係の構築

基本方針

目標達成のための主要課題　グループ戦略

建築資材事業における重点戦略

住宅事業における重点戦略

P17　建築資材事業

P21　住宅事業

（万戸）

（年度）

新型コロナウイルス
感染拡大

2010

81.981.9

2011

84.184.1

2012

89.389.3

2013

98.798.7

2014

88.088.0

2015

92.092.0

2016

97.497.4

2017

94.694.6

2018

95.295.2

2019

88.388.3

2021

86.586.5

2020

81.281.2
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119,800119,800
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131,400131,400

65,60065,600

（円/㎥）　スギ正角（乾燥材） 10.5㎝角、3.0m

ウッドショック

2022年

3月 6月 9月
0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

新設住宅着工戸数の推移（図1） 国産材の価格の推移（図2）

※2022年3月期の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号	2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を適用しています。

国土交通省「建築着工統計調査」より 農林水産省「木材価格統計調査」より

 中期経営計画の詳細は

2021年3月期※

（実績）
2022年3月期

（実績）
2023年3月期

（予想）
2024年3月期

（計画）

売上高 2,140億円 2,295億円 2,280億円 2,300億円

営業利益 44億円 102億円 56億円 50億円

経常利益 39億円 95億円 48億円 45億円

親会社株主に帰属する
当期純利益 20億円 44億円 36億円 35億円

※	2022年3月期の期首から収益認識会計基準等を適用しています。上表の2021年3月期は当該会計基準等を適用する前の数値です。
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（百万円）

2018 / 3 2019 / 3 2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3
0

9,000

3,000

6,000

12,000

3,0083,008 2,8222,822 2,9542,954 3,1443,144

10,61510,615

（期）

（百万円）

2018 / 3 2019 / 3 2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3
0

150,000

50,000

100,000

200,000

167,169167,169 171,522171,522 171,843171,843
156,190156,190

181,512181,512

（期）

（百万円）

2018 / 3 2019 / 3 2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3
0

20,000

40,000

60,000

80,000

61,62961,629 63,41663,416

50,47450,474 47,98247,982

75,13575,135

（期）

建築資材事業

輸入材が不足し木材需給がひっ迫する中、商社機能を
生かして輸入材の調達に注力するとともに、長年にわた
って培ってきた全国の製材事業者様とのネットワークに
よって構築した「多産地連携システム」により、日本全国
から良質な木材を調達しました。また、全国13カ所の木
材市場及び16カ所の物流センターを木材のストックヤー
ドとして活用することで、木材の安定的な供給を図って
います。

2022年3月期は、ウッドショックによって木材の輸
入量が減少、代替需要により国産材価格も高騰しました。
このような事業環境の中で、当社グループは国内にお
ける木材流通インフラ企業としての責務を果たすべく、
事業活動に邁進した結果、木材部門の売上高は751億	
35百万円と、前期比で271億52百万円の大幅な増収と
なりました。

国産材について安定供給に対するニーズが高まると
ともに、輸入材からの代替提案が進む中、構造材や羽柄
材、内外装材の全てを国産材仕様とした家づくりをご提
案する「国産材プレミアムパッケージ」の販売を2021年	
11月に開始し、国産材の利用拡大を図っています。

「ObiRED®（オビレッド）」は、耐久性の高い飫肥スギの赤身材のみを採用する
とともに、高い審査基準の製材と独自の乾燥技術により、優れた防腐・防蟻性能、
形状安定性を発揮する当社のオリジナル商品です。エクステリア材として優れ、
デッキやフェンス、サイディングなどに幅広く採用されています。

表層圧密テクノロジー「Gywood®（ギュッド）」は、軟らかいとされる針葉樹
の無垢材の表層部を特に高密度化することで、針葉樹本来の特性を生かしなが
ら硬さや強度を向上させた新素材です。フローリングなどの内装材やテーブル
などの家具材、「ObiRED®+Gywood®」による、高耐久な外装材として活用さ
れています。

木材の安定供給を推進

2022年3月期の概況

国産材の利用促進

建築資材事業では、多様化する住宅・建築物に対応し、構造材や内外装材、建材・住宅設備機器、エネルギー関連商
材など、幅広く取り揃えております。これらの商品について、国内外にある流通プラットフォームを利用した独自の
システムで全国へタイムリーに供給する体制を整えているほか、お取引先様に対する様々なソリューションツール
をご提供しております。
2023年3月期は、循環型社会への意識の高まりを踏まえ、国産材をはじめとする木材の利用促進及び省エネル
ギー建材・設備等の販売拡大等を通じて、事業の拡大を図っております。

建築資材の供給から業務ソリューションまで本部長メッセージ

取締役　資材事業本部長

オリジナル国産木材製品の開発Topic

⃝ 全国規模の木材流通サプライチェーンを生かし、木材の利用促進を通じた利益確保 
⃝ 省エネルギー建材・設備及びエネルギー関連商材の販売拡大。木材・建材・エネ

ルギー関連商材の供給を通じたZEHの普及、新築・リフォーム市場における顧
客の創造による新たな収益拡大

⃝ グループの総合力を生かし、成長領域である非住宅分野における、木造化・木質
化の更なる推進

⃝ 配送の効率化及び付加価値、サービスの提供による長期的な競争力の維持強化

重点戦略

ウッドショックによって木材価格が上昇し、高水準で
推移する中、在庫確保と安定供給に努めたこと、持ち家の
新設住宅着工戸数が前期比で増加したことなどにより、
木材の売り上げが大幅に伸長しました。また、建材・住宅

設備機器の売り上げについても、前期から伸長しました。
この結果、売上高は前期比で16.2％増加し1,815億12百	
万円、営業利益は同じく前期比で237.6％増加し106億	
15百万円となりました。

建築資材事業の概況

建築資材事業 売上高推移 建築資材事業 営業利益額推移

木材

木材 売上高推移

大径木高耐久赤身材
「ObiRED®」

表層圧密テクノロジー
「Gywood®」

 詳細は

 詳細は

※	2022年3月期の期首から収益認識会計基準等を適用しています。

※	2020年3月期から木材市場の取扱高を控除しています。

P18　木材

P19　 建材・住宅設備機器

P20　 Topic 木造化・木質
化に向けた取り組み

P23　設備投資計画
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当社は2022年7月、工務店様・ビルダー様のZEHへの取り組み
を一気通貫でサポートするべく、ナイスサポートシステムにおける
新たなメニューとして「スマとく」の提供を開始しました。
「スマとく」では、外皮・一次エネルギー消費量といった省エネ計
算や各種申請代行、光熱費・ローンシミュレーション、構造躯体や
太陽光発電システム・断熱材の見積もり、エネルギー商材を含む建
築資材のトータル提案など、ZEHに関するトータルサポートをス
ムーズにご提案することが可能となっています。

ZEHを一気通貫でトータルサポート  「スマとく」Topic
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サプライチェーンのネットワークや住宅事業で培った設
計・施工技術等を生かし、「ゼロエミッション」の実現に向け
て、省エネルギー建材・設備及びエネルギー関連商材の販売
拡大を目指しています。また、温室効果ガスの排出量削減が
叫ばれる中、再生可能エネルギーによるクリーンエネルギー
の創出、木材・建材・エネルギー関連商材の供給を通じた
ZEHの普及に取り組んでいます。加えて、新築住宅市場及
びリフォーム市場での顧客創造による新たな収益拡大を目
指して取り組んだ結果、2022年3月期の売上高は1,060億	
25百万円と、前期比で47億79百万円の増収となりました。

2022年3月期の概況
（百万円）

2018 / 3 2019 / 3 2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3
0

90,000

30,000

60,000

120,000

（期）

105,539105,539 108,105108,105
113,102113,102

101,245101,245
106,025106,025

木造建設事業については、成長領域である非住宅分野に対応するべく、グループの総合力を生かした設計・開発、	
木材調達、生産、加工、施工、アフターメンテナンス機能のソリューション対応力をより一層高め、建築物の木造化・	
木質化の促進に努めることで、事業の拡大を図っています。

木造化・木質化に向けた取り組みTopic建材・住宅設備機器

ZEHをはじめとした高性能住宅への対応について、省エ
ネ・創エネ・蓄エネ・IoTなどの提案をまとめた標準仕様
書を、それぞれの工務店様のオリジナルカタログとして制
作する「戸建て住宅パッケージサービス」を提供していま
す。工務店様のこだわりに応じてカスタマイズすることで、	
工務店様の受注獲得に向けたサポートに努めています。
また、環境意識の高まりや、電気代の上昇に対する経済
的なメリットを見据えて、自家消費目的で産業用の太陽
光発電設備を設置するケースが増えています。太陽光発
電設備の開発、販売を行う当社子会社のスマートパワー
株式会社では、こうしたニーズに対応するため、工場や倉
庫、事務所における自家消費型の太陽光発電設備につい
て、提案から施工までをワンストップで提供
しています。

省エネルギー建材・設備及びエネルギー関連商材をトータル提案

建材・住宅設備機器 売上高推移
グループの総合力で木造化・木質化を推進

ウッドビルディングネットワークという概念のも
と、中大規模木造建築を手掛けるうえで欠かせない、
「情報」「設計」「調達」「生産」「施工」の各分野について、
案件の性質や内容に応じて必要な機能を補完するこ
とが可能となっています。
当社の子会社であるナイスプレカット株式会社で

は、木造建築物のファーストコールセンター「木造テ
クニカルセンター」を設置し、お預かりした簡単なス
ケッチや図面などを基に、木造化の可否や、躯体に関
する概算費用について、概ね一週間以内に回答する
サービスを提供しています。その際には、経済性を重
視して一般流通材をベースとした検討を行ったうえ
で、必要に応じて当社がラインアップしている各種工
法を取り入れ、最適な構造提案を行っています。

取引先様の木造建設をトータルサポート

2022年3月期木造建設事業実績

サッカーJリーグに所属する「FC町田ゼルビア」のクラブハウス。設計・
監理を隈研吾建築都市設計事務所様が担当し、閑静な住宅街と緑豊かな環境
に調和するとともに、スポーツ施設としての躍動感が表現された建物となっ
ています。構造は、鉄骨造とCLTを組み合わせたハイブリッド構造で、当社
グループは全体の施工監理と、主に木部分の調達や施工等を行いました。

鉄骨造にCLTを併用したスポーツ施設
⃝事業主：㈱ゼルビア　　　⃝設計：隈研吾建築都市設計事務所　　⃝施工：ナイス㈱

柱や梁などの構造耐力上主要な部分について強化石膏ボード等で覆う一時	
間耐火構造が採用された有料老人ホーム。本案件では、多くの石膏ボードの重
量を支えつつ、1階にいかに大きな空間を実現するかが構造設計上のポイント
となり、柱の配置などの工夫により対応しました。当社グループは、構造設計、
木材調達、施工等を担当しました。

木造3階建ての耐火建築物
⃝事業主：飛島建設㈱　　　⃝設計：㈱ラカンデザイン研究所　　　⃝施工：ナイス㈱

FC町田ゼルビア クラブハウス

ベストライフ一橋学園

情　　報： 事業化相談、商流検討、商品企画、構造比較

構造設計： 構造相談、簡易構造検討、構造設計、建築確認取得

木材調達： 一般流通材調達、地域材調達、製材調達

生産加工： プレカット加工、協力ネットワーク組成

施　　工： 元請け施工、下請け施工

情報
Information

構造設計
Design

生産加工
Production

施工
Construction

木材調達
Procurement

ウッド
ビルディング
ネットワーク

 スマートパワー株式会社の詳細は

 事例詳細は
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良質な住宅ストックの形成•活用
～ワンストップソリューション～
当社グループは、中期経営計画の基本方針の一つとし	

て、「住宅ストックの活用及び不動産流通に係る事業の比
重を高める」ことを掲げています。この方針に基づき、情
報館（不動産流通）事業の強化を推し進めており、5年連
続で仲介手数料売上高が増加しています。また、2021年
9月に、横浜市内の「ナイス住まいの情報館」6店舗が、横
浜市の「住まいの相談窓口」として位置付けられるなど、
地域社会との連携を強化しています。
更に、マンション管理等を行う当社子会社のナイスコ

ミュニティー株式会社は、地域の皆様との接点強化の一
翼を担っています。他社供給マンションの管理委託の開
発などにより着実に管理戸数を増やし、2022年3月末時
点における管理戸数は6万8千戸に上ります。今後は、ビ
ルや公共施設の管理にも注力していきます。
また、2022年4月には、住宅事業本部に新たにリフォー
ム事業部を新設、全国に木材流通プラットフォームを構築
する資材事業本部との連携により、良質な木材製品を用い
た木質化リフォームなど、グループシナジーを最大化した
リフォームを推進します。

2021年4月に、注文住宅事業部を設置しました。日本
最大級の総合住宅展示場「tvkハウジングプラザ横浜」に
木造一戸建住宅のモデルハウスを出展するとともに、隣
接する当社子会社の菊池建設株式会社のモデルハウス「現
代数寄屋『檜の家』」及び「tvkハウジングプラザ藤沢」に
出展している当社のモデルハウスをリニューアルし、良
質な一戸建住宅の供給に努めています。

マンションブランド「ノブレス」シリーズは、原則とし
て免震構造を標準仕様とし、安全・安心な住まいをご提供
しています。免震マンションの供給棟数は、首都圏では	
7年連続でナンバーワン、宮城県仙台市では16年連続で
ナンバーワンとなっています※。2022年3月期は、総戸数
78戸の「ノブレス杜せきのしたルークス」を供給、早期に
完売しています。2023年3月期については、	
3棟の引き渡しを予定しています。

注文住宅事業部を設置
良質な一戸建住宅を供給

免震マンション等の供給

住宅事業では、住まいや土地の購入・売却から、賃貸、リフォームのご相談、更には、マンションやビル、賃貸物件
の管理に加え、一戸建住宅の保守・点検サービスに至るまで、住まいと暮らしに関するあらゆるお悩みに対して、ワ
ンストップソリューションをご提供しております。
一戸建住宅部門・マンション部門におきましては、耐震・健康・省エネに配慮した良質な住宅をエリア特性に合
わせて安定的に供給することを継続していくとともに、従来のフロービジネスに加えて中期経営計画の重点戦略で
あるストックビジネスの強化・拡大を図ることで、持続的な成長につながる収益基盤の構築を目指してまいります。

ストックビジネスの強化で収益基盤を構築本部長メッセージ

住宅事業

⃝ 事業ポートフォリオの最適化による、良質な住宅ストックの形成と
収益基盤の構築

⃝ 「横浜・川崎」エリアにおける販路拡大に向けた、ワンストップソリュー
ションの提供。顧客接点の拡大と深化を推進

⃝ 建築資材事業とのシナジーにより開発した木造住宅や、免震構造を
原則としたマンションなど、良質な住宅を供給

重点戦略

従来のフロービジネスに加えて、ストックビジネスの強
化・拡大を図るなど、持続的な成長につながる収益基盤の
構築を目指したことで、管理その他部門に含まれる情報
館（不動産流通）事業、マンションの管理・修繕の売上高
が増加しました。一戸建住宅事業・マンション事業では、
耐震・健康・省エネに配慮した良質な住宅をエリア特性に

合わせ、安定的に供給しました。中古マンション等のリノ
ベーション事業では収益力を高めることに注力しました。	
新築マンションでは、契約は順調に推移したものの前期
と比べて売上計上戸数が減少しました。これらの結果、	
売上高は375億78百万円（前期比21.7％減少）、営業利益
は３億６百万円（同86.1％減少）となりました。

住宅事業の概況

（百万円）
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住宅事業 売上高推移 住宅事業 営業利益額推移
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仲介手数料売上高の推移（2017年3月期を100とした場合）

ナイスコミュニティー株式会社の管理戸数の推移※

tvkハウジングプラザ横浜モデルハウス

「ノブレス杜せきのしたルークス」（宮城県名取市）

（百万円）
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取締役　住宅事業本部長

※	各期末時点における管理戸数

※		東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県、山梨県　対象期間：（1996年1月～2021年11月15日）◎データ資料：エム・アール・シー調べ（2021年12月17日時点）仙台市は、DGコミュニケーションズ仙台支社調べ（2022年3月現在）

 ナイス住まいの情報館の詳細は

 ナイスの注文住宅の詳細は

 ナイスのマンションの詳細は

※	2022年3月期の期首から収益認識会計基準等を適用しています。

P22　良質な住宅ストックの形成・活用

P22　良質な住宅ストックの形成・活用

P22　良質な一戸建住宅を供給
P22　免震マンション等の供給　
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設備投資計画 財務情報

当社は、中期経営計画における目標達成のための主要課題のうち、早急に対応すべき事項として、本中期経営計画の実施期
間において、建築資材事業及び当社子会社のＹＯＵテレビ株式会社における設備投資を計画しています。

設備投資計画

2022年3月期は、建築資材事業で9億83百万円、住宅
事業で1億62百万円、その他の事業で4億7百万円、全社
共通資産で78百万円、総額で16億31百万円の設備投資
を実施いたしました。建築資材事業においては、木材製

品加工工場の用地取得及び営業所の改修等、住宅事業に
おいては、常設モデルハウスの新設・改修及び営業所の
改修等、その他の事業においては、一般放送事業に係る設
備の移設・改修工事等を実施しました。

設備投資の内容

2022年3月期末における連結ベースの現金及び現金
同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ
53億75百万円増加し、330億６百万円となりました。
営業活動による資金の増加は、17億34百万円（前期比

140億94百万円の収入減少）となりました。主な内訳は、
税金等調整前当期純利益66億19百万円、減価償却費17億
24百万円、減損損失29億57百万円、仕入債務の増加33億
8百万円及び売上債権の増加104億62百万円です。
投資活動による資金の減少は、6億75百万円（同52百万

円の支出増加）となりました。主な内訳は、有形固定資産
の取得による支出15億63百万円、投資有価証券の取得に
よる支出3億18百万円及び貸付金の回収による収入10億
30百万円です。
財務活動による資金の増加は、42億78百万円（同112億
46百万円の収入増加）となりました。主な内訳は、長期借入
金の純増加額36億57百万円、株式の発行による収入39億
20百万円、短期借入金の純減少額27億92百万円及び配当
金の支払額2億81百万円です。

キャッシュフローの状況

当社は、今後の成長と競争力強化のための資金需要等を
勘案しつつ、株主の皆様への配当を安定的かつ継続して行
うことを基本とし、連結配当性向は中期的に30％程度を目
途としています。

2022年3月期の年間配当金については、業績等を総合的に
勘案して、当社普通株式１株につき、普通配当40円に特別配
当10円を加えた１株当たり年間50円とさせていただきました。
なお、2023年3月期では普通配当40円を予想しています。

配当政策

物流センターへの投資

i）関東物流センター第2期工事

ⅱ）首都圏物流網再構築

当社は、2022年4月から10月にかけて、関東物流セ
ンター第2期工事を行い、倉庫2棟を新築しました。首都
圏全体を見据えた商品の保管を集約し、また木材製品の	
アッセンブル機能などを付加することで市場競争力の強
化を目指しています。
当社は、この工事に関し、株式会社ヤマダホールディン
グス様に対する第三者割当増資による調達資金のうち、
約8億円を使用しています。

埼玉県越谷市の越谷物流センターは、当社グルー
プにおける首都圏物流の中核施設となっています。	
今後一層高まる需要に対応すべく、複層階倉庫への建て
替え工事を行う予定です。

この工事代金は、既存倉庫の解体費、設計料、本体工事
費など約32億円を予定しており、上記第三者割当増資に
よる調達資金のうち、約15億円を使用する予定です。

ＹＯＵテレビへの投資

幹線のFTTH化
一般放送事業や電気通信事業等を営むＹＯＵテレビ株
式会社は、1993年に開局し、現在、約28万世帯の皆様に
ご利用いただいています。コロナ禍を経て、インターネッ
ト動画や、オンライン会議等の利用が増加したことに伴
い、双方向での高速かつ安定したインターネットサービ
スのニーズが更に高まっている中、老朽化が進む既存の

幹線についてFTTH（ファイバー・トゥ・ザ・ホーム）化
工事を行います。この工事代金は、基地局の設置、光ファ
イバーケーブルの敷設など約25億円を予定しています。
上記第三者割当増資による調達資金のうち、約15億円を
YOUテレビ株式会社に貸し付けることにより、2021年	
9月から2024年3月にかけて実施する予定です。

当社は、2021年7月16日付にて株式会社ヤマダホー
ルディングス様と資本業務提携契約を締結し、同年8月
2日に同社に対して第三者割当による新株式の発行を行
い、39億20百万円の資金を調達いたしました。これによ
り、設備投資計画に要する資金を確保するとともに、中期
経営計画に掲げた自己資本比率の向上並びにＤ/Ｅレシ
オの改善など、財務体質をより強固なものにすることが
できると考えています。
2022年3月期の財政状態の概況としては、総資産が前
連結会計年度末に比べ140億47百万円増加し、1,579億	
21百万円となりました。これは、現金及び預金、有価証券
の増加のほか、売り上げの増加に伴い売上債権が増加した

2022年3月期の概況

こと、及びウッドショックに対応するための在庫確保と木
材価格の上昇により棚卸資産が増加したことなどによる
ものです。
負債は、前連結会計年度末に比べ46億64百万円増加し、

1,093億78百万円となりました。これは、仕入れの増加に
伴い仕入債務が増加したこと、及び借入金が増加したこと
などによるものです。
純資産は、前連結会計年度末に比べ93億82百万円増加

し、485億43百万円となりました。これは、親会社株主に帰
属する当期純利益の計上により利益剰余金が増加したこと
に加え、第三者割当による新株式の発行により資本金及び
資本剰余金が増加したことなどによるものです。

関東物流センター（埼玉県越生町）
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ナイスグループは、幸せな『彩りある未来』を想創（ソウゾウ）するために、人と環境に優しい自然素材である
「木」の普及と、地震に強い構造の住まいづくり及び健康で快適な居住空間づくりを推進しています。これらの活
動を通じて、環境問題や地域社会・経済における課題解決に取り組むことで、会社の持続的な成長及び更なる企
業価値の向上の実現を目指しています。

ナイスグループでは、積極的な木材利用の促進及び良質な住宅の供給等を通じて地球温暖化防止等の環境問題へ 
取り組み、持続可能な社会の形成に貢献することを目指しています。特に、日本の潤沢な資源であり、地球温暖化対策
として重要な役割を担う木材の取り扱いの強化や、建築物の木造化・木質化の推進に努めています。これらの活動を通
じて、脱炭素社会の実現に貢献していきます。

ナイスグループは、「持続可能な開発目標（SDGs）」を企業活動の中核に位置付け、持続可能な社会の実現に貢
献することを目指しています。横浜市や川崎市、豊田市などの行政機関をはじめ、地域の皆様との連携・協力を図
りながら、木材の利用促進、環境や健康に配慮した住宅の供給等の事業活動を通じて、経済・環境・社会の分野か
ら企業価値の創造に取り組んでいます。

サステナビリティの考え方

基本的な考え方

SDGsへの取り組み

ナイスのサステナビリティ

Sustainability

情報発信Topic

環境
脱炭素社会を実現するために

ウッド・チェンジとは、身の回りに使われているもの
を木に変える、暮らしに木を取り入れる、建築物を木造
化・木質化するなど、木の利用を通じて持続可能な社会へ	
チェンジする行動のことです。当社は、林野庁が2021年	
9月に設立した「ウッド・チェンジ協議会（民間建築物等
における木材利用促進に向けた協議会）」に参画し、官民
での連携を図りながら、国産材の需要拡大に向けた民間
建築物等における木材利用の促進等に取り組んでいます。
こうした中、当社オリジナルの木材製品「ObiRED®」や

「Gywood®」（P18参照）が、総合エクステリアメーカー
の四国化成工業株式会社様による「国産材ウッドフェン
ス」の格子に採用されたほか、飛騨高山の老舗家具メー
カー柏木工株式会社様の木製家具に用いられています。

ウッド・チェンジの推進による木材需要の創出

「ナイスビジネスレポート」は、全国の製材事業者様に対して木材の市売り状況をいち早く
お届けすることを目的として1950年に創刊した情報紙で、70年以上にわたり通算2,200号
以上を発行しています。現在では、木材・住宅に関する行政の動向や関連業界のトレンド、当
社の経営方針といった内容について、木材・建材販売店様や工務店様をはじめ、行政や教育機
関など、全国各地の1万人を超えるステークホルダーへ向けて発行しています。

ＹＯＵテレビ株式会社が制作するテレビ番組「新・素適音楽館」では、日本が潤沢に保
有する資源である森林や木材について、その積極的な利活用方法や、先進的な取り組みな
どを中心に紹介しています。全国のケーブルテレビ局を通じて、約1,500万世帯に配信
されています。

住宅・木材業界の最新情報を発信

木の魅力を幅広く発信するテレビ番組

柏木工株式会社様とコラボレーションした木製家具（テーブル）

これからもオフィス空間や公共施設など、非住宅建築
物における木造化・木質化を積極的に提案、実現し、社会
課題の解決や需要創造に貢献していきます。

行政機関と取り組む主要なSDGs目標

ナイス岐阜の森

 詳細は

 詳細は
P32　行政機関との協創

豊田市営樹木住宅
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当社グループでは、取引先様のＤＸ化を促進し業務効
率化を支援するため、建材・住宅設備機器・木材のオンラ
イン発注システム「ナイスアドバン」や、販売店様向けに
特化した経営管理システム「木太郎」を提供しています。
「ナイスアドバン」は、商品のスピーディーな発注・在
庫照会やタイムリーな納期確認を行うことが可能です。
全国で約2,200社にご登録いただいており、IDの発行
数は約3,300に上ります。

「木太郎」は、見積書・請求書・納品書の作成はもちろ
ん、見積業務・売り上げ・請求業務・仕入業務・受発注
業務を連動することで、業務効率を高めることを可能
としており、約1,000社への導入実績を誇っています。

木材の循環型サプライチェーンの構築 工務店様へのサポートで住宅性能の向上に貢献

木材の持続可能な調達・流通

子会社との連携による木材循環利用

脱炭素化に資する高性能住宅の普及へ向けて
木は、「伐って、使って、植えて、育てる」というサイクル

により再生産することができる、持続可能な資源です。資
源を循環させるためには、適切な森林経営がなされている
森林から、正しい手続きで生産された木材（合法伐採木材）
を利用する必要があります。日本では、2017年に施行され
たクリーンウッド法において、登録事業者に対して木材の
合法性を確認する努力義務が課されているほか、近年では、
森林認証制度等に基づく、より持続可能性に配慮した木材
の調達・利用が推進されつつあります。
当社グループでは、合法性や持続可能性が証明された合
法木材や森林認証材といった木材製品の調達・流通を積極
的に推進しています。当社をはじめ、当社子会社で製材事業

を行うウッドファースト株式会社及び木材のプレカット加工
等を行うナイスプレカット株式会社は、クリーンウッド法の
事業者として登録しているほか、国内外の全52カ所の木材
流通拠点、工場においてCoC認証※を取得しています。

2050年カーボンニュートラルが目指される中、2025年
には全ての新築住宅・建築物において省エネ基準への適
合が義務化されるほか、2030年にはZEH・ZEB基準の
水準の省エネ性能の確保が目指されています。住宅の省
エネ性能については、脱炭素化に向けて見直しが加速し
ており、2022年には、住宅性能表示制度の省エネ性能に
おける断熱等性能等級及び一次エネルギー消費量等級に
ついて、上位等級が新設されています。
一方で、住宅の省エネ化の推進に当たっては、国内の新

築一戸建住宅の約4割を供給する地域の工務店様におい
て、省エネ技術が十分に浸透しているとは言えない状況

にあり、その対応が喫緊の課題の一つとなっています。
当社では、工務店様の住まいづくりに関わるあらゆる業
務をサポートする「ナイスサポートシステム」の提供を、
1998年よりスタートしています。本サービスでは、一
次エネルギー消費量及び外皮性能の計算をはじめ、建築
物省エネルギー性能表示制度（BELS）や長期優良住宅、
認定低炭素住宅などの申請代行、更には、これらの基準を
満たすための仕様の提案まで、一気通貫で行っています。
工務店様の高性能住宅の取り組みをサポートすることで、
競争力の強化に貢献するとともに、高性能住宅の普及を
通じた脱炭素社会の実現を目指して取り組んでいます。

木材の利用拡大を図るためには、木材を使うことの意義
について、需要側である川下の方々に正しく知っていただく
とともに、供給側である森林所有者様や素材生産事業者様
との連携を図っていくことが必要だと考えています。
当社グループでは、社有林「ナイスの森」の一部から伐採

を行い、建築用材として出材しています。ウッドファースト
株式会社では木材製品メーカーとしての役割も担っている
ほか、ナイスプレカット株式会社では全国6カ所に工場を展
開し、様々な工法に対応した木材加工を行い、各地域の施工
現場へジャスト・イン・タイムで納材しています。そしてそ
の後、再造林と育林を行うなど、循環利用を促進しています。
今後も、品質の確かな国産材を安定供給し、再造林や育林 社有林「ナイス徳島の森」から伐り出された原木

ビジネスパートナーの業務効率化を支援

全国8カ所の「ナイスの森」で約58万トンの二酸化炭素を貯蔵Topic

Topic

森林は、大気中の二酸化炭素を吸収し、炭素を貯蔵しながら成長することから、地球温暖化の原因である二酸化炭
素の吸収源・貯蔵庫として重要な役割を発揮します。当社は、「木」をルーツとする企業として、社有林「ナイスの森」
の保全・育成を通じて、地球温暖化防止へ貢献していきたいと考えています。
現在、「ナイスの森」の総面積は2,021.3ヘクタールに及び、年間で約7,400トンの二酸化炭素を吸収しています。
更に、「ナイスの森」全体で約58万トンの二酸化炭素を貯蔵しています。

当社は、気候変動への対応を重要な経営課題と認識
し、事業活動における温室効果ガス排出量の削減に向
けた取り組みを進めています。2022年3月期では、
全国18カ所の営業所の電力について再生可能エネル
ギー由来の電力に切り替えるとともに、社用車につい
ても、HVをはじめとしたエコカーへの切り替えを促
進しています。なお、2022年3月期におけるナイス株
式会社単体での温室効果ガスの総排出量は、二酸化炭
素換算で2,559トンとなっています。

に必要な適正利益を供給側にしっかりと還元していくこと
で、循環型のサプライチェーンの構築を目指していきます。

集客・
情報収集 打ち合わせ 契約・

各種申請 施工中 アフター
サービス▶ ▶▶▶

あらゆるワークシーンに最適なソリューションをご提供

※	ナイス株式会社単体における2022年3月期の温室効果ガス排出量。Scope1は、自社での燃料の使用等による直接排出の温室効果ガスの排出量。Scope2は、	
自社で他社から供給された電気、熱、蒸気を使用したことによる間接排出の温室効果ガスの排出量のこと。なお、総排出量と、Scope1とScope2の合計は、四捨五入の関係で必
ずしも一致しません。

ナイス株式会社の温室効果ガス排出量※

住宅資材、木材の
経営管理を支援する

2,559
t-CO2

Scope2

1,425t-CO2

Scope1

1,135t-CO2

燃料の燃焼 電気の使用

事業活動における温室効果ガス排出を削減Topic

※	認証森林から産出された林産物の適切な加工・流通の認証制度

ナイス岐阜の森

年間CO2吸収量       約7,400t-co2

CO2貯蔵量 約580,000t-co2

ナイス津久井の森ナイス京都北山の森

ナイス丹沢の森ナイス熊野の森

ナイス川根の森ナイス徳島の森

ナイスの森総面積    2,021.3ha
ナイス猪苗代の森
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ナイスグループは、地震に強く、安全・安心な住まいの提供・普及に加え、人と環境に優しい木材・建材・住宅設
備機器の普及・促進に向けて、人材ポートフォリオを適時最適な状態に保つとともに、社員一人ひとりの自主性・
主体性を尊重し、成長を促すことが会社の成長にもつながるという考えのもと、「働きがい」と「働きやすさ」の向
上を図っています。

また、横浜市、川崎市などを中心として、様々な地域の行政機関や地域の皆様と連携し、地域社会の活性化や課
題解決に努めています。

基本的な考え方

社会
豊かな社会を形成するために

女性の活躍推進に向けて
当社は、全ての社員がその能力を十分に発揮できるよう、
仕事と子育て、介護、病気治療などを両立できる働きやす
い環境づくりに取り組んでいます。
女性活躍推進法に基づき公表している行動計画におい

て、2021年４月から2026年３月までの５年間で、当社に
おける女性の採用比率を40％以上にすること、管理職に占
める女性の比率を2021年３月末時点の２倍にすることを
目標として掲げており、達成に向けて取り組んでいます。

魅力ある企業づくり～社員とともに～

多様性を高める人材戦略と環境整備

社員の健康増進に向けて

当社グループは、性別・国籍・年齢及び採用形態などに
関わらず、それぞれの多様な個性を尊重し、社員一人ひと
りが主体的・自律的に行動し、能力や個性を発揮し活躍で
きる企業を目指しています。このような考えのもと、管
理職の登用等、中核人材の登用については、個人の能力を
公平・公正に評価し、実施しています。

また、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の
重要性及び現在の人員規模や人員構成に鑑み、これまで
以上に女性及びキャリア採用者の管理職登用を推進する
とともに、社内研修の推進などにより社内への価値観の
浸透を図り、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
に取り組んでいきます。

当社は、社員が心も身体も健康で働けるよう、社員の
健康課題を適時適切に把握し、解決に向けた取り組みを
推進するため、定期健康診断の受診はもとより、産業医
や保健師、心理士を配置しています。そのほか、メンタル
ヘルス不調等を未然に防ぐことなどを目的として、従業
員50人未満の事業所を含めた全社でストレスチェック
を毎年実施しています。
また、ナイスグループ健康保険組合と連携し、がん検

診や脳ドックなどのオプション健診や人間ドック、禁煙
外来の受診に対する補助を行っているほか、家族を含め
たウォーキングやダイエットなどのキャンペーンを実施
するなど、健康の維持・増進を図っています。

構造設計
一級

第一種 一級

連結
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単体

二級第二種
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数字で見るナイス （2022年3月末時点）

女性従業員数及び比率

キャリア採用者数及び女性採用比率

新卒採用者数及び女性採用比率

女性の育児休業取得者数（新規）、取得率及び復職率

ウォーキング・ダイエットキャンペーン参加者数（延べ）

主要資格保有者数(連結） （2022年3月末時点）

上記は全てナイス株式会社単体での数値

ウォーキングキャンペーンは年2回開催。ただし、2021年3月期は年1回開催。ダイ
エットキャンペーンは年1回。ただし、2020年3月期のみ2回開催

0

200

400

600

800

2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3

481481
538538

672人672人

（人）

（期）

2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3

22.922.9

224224 221221

240人240人

23.523.5

25.2%25.2%

150

170

190

210

230

250

21

22

23

24

25

26

（人） （%）

（期）

0

10

20

30

40

0

20

40

60

80

2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3

0.00.0 11
44

31人31人

（人） （%）

67.7%67.7%

25.025.0

（期）

0

10

20

30

40

0

10

20

30

40

2020 / 3 2021 / 3 2026 / 32022 / 3

20.020.0

0.00.0

34.834.8

4040

44

23人23人

40.0%40.0%
（人） （目標） （%）

（期）

0

2

4

6

8

10

0

20

40

60

80

100

2020 / 3 2021 / 3 2022 / 3

55 55

8人8人

100.0%100.0%
（人） 取得率 復職率 （%）

100.0100.0 100.0100.0

83.383.3

（期）

従業員数 平均年齢（単体）

宅地建物取引士

電気工事士

管理業務主任者 マンション管理士 インテリアコーディネーター 木造ハウジングコーディネーター
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行政機関との協創～地域とともに～

当社はこれまで、SDGs未来都市である豊田市が運営す
る「とよたエコフルタウン」において、豊田市産木材を用
いたスマートハウスを出展・運営しているほか、木造の市
営住宅「豊田市営樹木住宅」の建築などに携わっており、
2020年に「とよたSDGsパートナー」に登録しました。

2021年3月期には、公募型プロポーザルに採択さ
れ、市立小学校2校の校内において構造材及び内装材の
一部に豊田市産木材を用いた児童施設を建設したほか、
環境配慮型住宅の供給など、同市における取り組みを
推進しています。

豊田市

2021年6月、川崎市SDGs登録・認証制度「かわさき
SDGsパートナー」において、当社が「かわさきSDGs
ゴールドパートナー」認証を取得、そのほか、ナイスコミ
ュニティー株式会社、ナイス賃貸情報サービス株式会社、
リナイス株式会社、菊池建設株式会社が「かわさきSDGs
パートナー」として登録しました。

当社グループではこれまで、川崎市内において市立
小学校校舎の内外装の木質化や、省エネ性能に優れた
住宅の供給などを推進してきたほか、2021年12月に
は川崎市の共催により開催された木育イベントに特別
協賛してブースを出展するなど、地域に密着した様々
な活動を推進しています。

川崎市

横浜市と当社グループは2015年、環境未来都市（当
時。現在はSDGs未来都市）の取り組みの一環として、木
材の利用促進や環境・健康に配慮した建築物の普及、街の
魅力発信等に関する包括連携協定を締結しました。相互
の連携を強化しながら、市民サービスの向上を図ってお
り、2021年9月には、横浜市内6カ所の「ナイス住まいの
情報館	住まいるCafe」が、横浜市の「住まいの相談窓口」
として登録され、市民の方々からの住まいに関する様々
な相談に無償で対応しています。
更に、2022年2月には、横浜市がヨコハマSDGsデザ

インセンターと連携して実施する「横浜市	SDGs	認証制
度“Y-SDGs”」において、製品・サービスを通じた社会課
題の解決によって、SDGsの「目標3:健康と福祉」「目標
12:つくる責任つかう責任」に貢献しているとの評価を受

け、上位認証区分に当たる「Superior（スーペリア）」を
取得しています。

横浜市

「住まいの相談窓口」として登録された「ナイス住まいの情報館	住まいるcafe」

創立60周年を記念して、香川県の小豆島にある土地
を取得しました。約1年をかけて農地や山林の整備を
行って500本のオリーブの苗木を植樹し、「ナイス小
豆島オリーブの森」を開園、2021年で10周年を迎え
ました。現在の面積は約1.8ヘクタールに及び、地元の
障がい者施設の皆様に水やりや収穫作業等をご支援い
ただきながら、大切にオリーブを育てています。
毎年秋には、地元の皆様と当社グループ役職員によ

り、全て手摘みで収穫作業を実施しており、同オリーブ
の森から穫れたオリーブのみを使用したエクストラ・
バージンオリーブオイルや塩漬けを製造しています。

未来を支える～木と暮らしとともに～

児童らの「木育」体験等を推進

海岸防災林の再生に貢献

木を使うことの大切さを伝えるため、お子様の情操教育
に良いとされる「木育」に取り組んでいます。全国の拠点
やイベント等で、国産材を使ったイスづくりや積み木を通
じて木とのふれあい体験を実施しているほか、近隣の小学
校などとも連携して、木を使うことの大切さや木造住宅が
健康に与える影響などについて、授業等を通じて分かりや
すく伝えています。引き続き、木材普及イベントなど、木
とふれあえる機会の創出等を通じて、地域社会に貢献して
いきます。

東日本大震災の津波被害に遭った海岸防災林を再生さ
せるための植樹活動を推進しています。2018年には宮城
県東松島市、2019年及び2020年には同仙台市において、
ボランティアの皆様と抵抗性クロマツ苗を植樹しました。
海岸防災林は、潮害の防備、飛砂・風害の防備等の災害防

止機能を有しており、農地や居住地を災害から守るなど地
域の生活環境の保全に重要な役割を果たしています。東日
本大震災により流失した海岸防災林の地に、新たなマツが
立派に育ち、災害から守ってくれることを願い、樹の成長を
見守りながら、刈り払い活動を行っています。

小学校での木育体験

2022年8月に実施した刈り払い活動の様子

1995年に発生した阪神・淡路大震災では、6,434名
の方々が亡くなられました（2005年12月22日現在）。
この時、死因の8割以上が家屋の倒壊や家具の転倒など
による圧死・窒息死とされています。倒壊した家屋の多
くが、1981年以前の旧耐震基準で建てられた住宅であ
ったことが分かっており、これを受けて、当社グループ
では、「住まいは命を守るものでなければならない」との
強い想いのもと、旧耐震基準と新耐震基準における構
造安全性の違い、そして、旧耐震基準で建てられた住宅
の建て替え又は耐震改修の必要性を訴え、2001年より
「住まいの構造改革」の提唱を開始しました。
2003年には、耐震診断と補強工事に関する知識と技
術の普及を図る目的でNPO法人を設立、住宅産業に関
連する多くの会社様とともに幅広い情報発信に努める
ほか、1,600名を超える耐震診断・耐震補強を行う耐震
技術認定者の養成を通じて、住宅の耐震化に取り組み、
耐震化率の向上に貢献してきました。また、全国各地の
イベントにも出展し、建築年代ごとの揺れ方の違いにつ
いて、電動の「動く耐震模型」を活用して分かりやすく伝

えることで、消費者が自宅の耐震化の必要性について考
え、耐震リフォームなどのアクションを起こす機会を創出
してきました。
更に、自社で供給する住宅については、一戸建住宅

は建築基準法で定められた最低限必要な耐震強度の
1.5倍の強さである耐震等級3を標準としているほか、	
マンションは原則として免震構造を採用するなど、	
地震に強い家づくりを推進しています。

電動の「動く耐震模型」で耐震化の重要性を学ぶ様子

地震に強い家づくりの普及Topic

ナイス小豆島オリーブの森Topic
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ナイスグループは、企業価値の向上を図るべく、内部管理体制等の強化に全力で取り組むとともに、株主の皆様を 
はじめ当社グループに関係する方々への利益の還元及び社会貢献に努めるべく、具体的には次の基本的な考え方に
よりコーポレート・ガバナンスの充実に取り組みます。

当社は、株主の権利を尊重し、株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、株主の実質
的な平等性を確保します。	

当社は、様々なステークホルダーとの協働の必要性を十分認識のうえ、健全な事業活動倫理を尊重する企業
文化・風土の醸成に努めます。	

当社は、財務情報や非財務情報につき、ステークホルダーにとって有用な会社情報を迅速、正確かつ公平に
提供するため、適時適切な開示を行います。	

取締役会は、株主からの経営受託者責任と説明責任を踏まえ、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上
を促し、収益力・資本効率等の改善を図ります。	

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、株主の意見や要望を経営に反映させ、株主とともに
当社を成長させていくことが重要と考えており、これを実現するため株主との建設的な対話を行います。

基本的な考え方

1

2

3

4

5

模式図（2022年12月26日現在）
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グループ会社

指名･報酬
委員会 監査役室

コンプライアンス委員会

代表取締役

事業本部
管理本部

各部門

社内取締役 4名
社外取締役 4名

内部監査室
（内部通報社内窓口）

監査役会
会計監査人

内部通報
社外窓口

社内監査役 1名
社外監査役 4名

株 主 総 会

経営方針並びに重要事項の決定・審議と業務執行の監
督を行っています。また、当社並びに子会社の経営上の
重要事項の審議・決定と業務執行の監督も行っています。	
取締役の任期を１年としており、これにより、取締役の経
営責任を明確にするとともに、経営環境の変化に迅速に対
応できる機能的な経営体制を確立し、より一層の透明性の
確保を図っています。取締役8名のうち独立した社外取締
役を4名選任しています。社外取締役は毎月開催される取
締役会及び臨時取締役会に出席して経験・知識を生かし
た意見を述べることで、経営の監視とその健全性の強化を
図っています。これにより社外からのチェック機能が十分
に働く体制になっています。

監査役会で決定した監査の方針及び監査計画に従い、取
締役会をはじめとする重要会議への出席及び重要書類の
閲覧、並びに当社及び子会社への往査を実施し、定期的に
業務執行の適法性、妥当性の監査を行っています。これら
の活動に加え、内部監査室及び会計監査人との情報交換等
により、取締役の職務の執行状況を監査し、経営監視機能
を果たしています。

コンプライアンス体制の維持及び向上を図るための施
策の計画立案及び実施の監督を行うとともに、コンプライ
アンスに関わる事案等の情報共有、分析並びに発生防止や
対策に関する検討、指導及び監督等を行い、必要に応じて
取締役会に報告及び提案を行います。
また、当社グループのコンプライアンスに関わる事案等
を集約し、その分析並びに発生防止や対策に関する検討、
指導及び監督等を行います。

他の管理部門や業務執行部門から独立した組織として、
業務遂行における法令、定款及び社内規程の遵守状況を把
握するため、内部監査規程に従い、取締役会で承認を受け
た内部監査計画に基づき、計画的に内部監査を実施すると
ともに、その結果を内部監査報告書として取りまとめ、取
締役会へ報告します。内部監査における指摘事項につい
ては、改善状況を確認し、当社の内部管理体制の適正性を
確保します。また、内部通報制度の統括部署として、当社
グループにおける法令違反又はその恐れのある事実の早
期発見に努めます。

取締役・監査役候補の指名に関する決定手続きにつき、
客観性及び透明性を確保するとともに、社外役員の見識を
十分に生かすべく、取締役会の任意の諮問機関として「指
名・報酬委員会」を設置しています。「指名・報酬委員会」
において、取締役候補については、様々な多様性の面に配
慮しつつ、知識・経験・能力としてふさわしい人材を指名
することとし、監査役候補については、監査として適切に
職務を遂行することができる知識・経験・能力を有した人
材を指名し、取締役会に提出すべき原案を決定します。

監査役の職務補助に専従する使用人を置き、その人選及
び配置転換等については監査役の意見を尊重して決定す
るとともに、当該使用人に対する指揮命令権限は監査役に
専従させています。

取締役による取締役会の自己評価をはじめ、取締役
会全体の実効性向上を図るための項目を内容としたア
ンケートを取締役及び監査役に対して実施しています。	
得られた意見等を参考に、今後の取締役会の実効性を一
層高めるための改善を進めていきます。

実効性評価

コーポレート・ガバナンス体制の概要

ガバナンス
持続的な企業価値向上のために

取締役会 監査役会

コンプライアンス委員会

内部監査室

指名・報酬委員会

監査役室
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１． 取締役の個人別の金銭報酬等の額又はその算定方法、取締役の個人別の非金銭報酬等の内容及び額若しくは数又はその算
定方法、金銭報酬等の額及び非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合並びに取締役に対し報酬等を
与える時期又は条件の決定に関する方針

２．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法に関する事項

リスクマネジメント役員報酬

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と体制

政策保有株式

①		取締役の報酬については、金銭による月例の固定報酬
及び支払が適切と判断される場合・時期に支払う賞与
を基本的な構成とし、このほか、非金銭報酬として、
2021年６月29日開催の第72回定時株主総会におい
て決議された譲渡制限付株式報酬について、業績・経
営戦略等の会社の状況を勘案しつつ、取締役のインセ
ンティブ向上のために適切と判断される場合・時期に、
同株主総会及び取締役会の決議に基づき、金銭報酬債
権を支給し、その給付と引き換えに当社の普通株式に
ついて発行又は処分を行うものとします。

②		取締役の報酬のうち、金銭報酬については、第73回定
時株主総会において決議された年額３億円以内、非金
銭報酬としての譲渡制限付株式報酬制度による金銭報
酬債権及びその給付と引き換えに発行又は処分する当
社の普通株式については、上記第72回定時株主総会
において決議された年額１億円以内かつ年60千株以
内で決定することとします。

③		金銭報酬及び非金銭報酬として譲渡制限付株式報酬
を支給する場合における非金銭報酬に係る取締役の
個人別の報酬の額については、金銭報酬を基本的な構
成とし、会社の業績・経営戦略及び対象取締役の貢献
度合等を総合的に勘案し、各金額及びその総額につい
て適切な額を定めるものとします。

①		取締役の個人別の報酬については、取締役会の決議に
基づき代表取締役社長がその具体的な内容の決定に
ついて委任を受けることとします。

②		委任する権限の内容は、各取締役の月例の固定報酬の
額及び賞与の額の決定とします。

③		委任する権限が適切に行使されるよう代表取締役社
長は、役員の指名や報酬に関する決定手続きにおい
て、客観性及び透明性を確保し、社外役員の見識を十
分に生かすため、取締役会の決議に基づき設置した
「指名・報酬委員会」から答申を受けた報酬の原案を
可能な限り尊重し報酬を決定しなければならないこ
ととします。

当社の企業運営に内在するリスクについては、その防止
のために必要な社内規程を整備し、これに基づく業務遂行
を徹底するほか、随時、リスクの把握とその顕現化の予防

に努めるものとします。なお、損失の危険の管理に関する
整備状況及び新たに発生したリスクについては、事案と状
況に応じて取締役会に報告又は対応を決定します。

①反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社グループは、企業としての社会的責任を全うする

ため、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力及び団体とは関係を持たないこととしています。

②反社会的勢力排除に向けた整備状況
(a)	当社グループは、反社会的勢力及び団体への対応を
反社会的勢力排除規程のほか、当社グループ共通の
「ナイスグループ行動指針」に定め、役職員に対し、
周知徹底を図っています。

(b)	当社管理本部総務部を対応部門として、管轄警察
署・暴力追放推進センター等の外部専門機関や顧問
弁護士等と平素から連携を図り、事案に応じて対応
しています。

当社は、企業価値を向上させるための中長期的な視点
に立ち、事業戦略上の重要性、取引先様との事業上の関
係や取引の経済合理性、資本コストなどを総合的に勘案
し、保有する方針です。その他、業界における競合企業の
動向を把握することを目的として、必要最低限の投資額

にて株式を取得することがあります。また、毎年、取締役
会で個別の政策保有株式について、上記方針に基づき保
有の適否を検証し、検証の結果、保有を継続することが
適切でないと判断される株式については、適宜の時期に
処分します。

役員区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額
(百万円) 対象となる役員の員数

(人)
固定報酬 賞与 非金銭報酬

取締役(社外取締役を除く。) 93 70 ー 23 4
監査役(社外監査役を除く。) 11 11 ー ー 1
社外取締役 29 29 ー ー 4
社外監査役 37 37 ー ー 4

2022年3月期に係る役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

(注)		上記非金銭報酬は、譲渡制限付株式報酬制度に基づいて、割当契約により退任までの間の譲渡禁止や一定の場合に当社が無償取得すること等を約したうえで当社普通株式を付与す
るというものであり、上記の額は2022年3月期に係る報酬等となります。
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役員一覧

社外監査役	 野間　幹晴社外監査役	 中川　秀宣
1992年	４月　	弁護士登録	

長島・大野法律事務所（現	長島・大野・常松法律事務所）入所
1997年	９月　	カークランド・アンド・エリス法律事務所	入所
1998年	４月　	ニューヨーク州弁護士資格取得
1998年	９月　	メリルリンチ証券会社(現	ＢｏｆＡ証券株式会社	オフィス・オブ・ジェネ

ラルカウンセル)	入社	東京支店法規売買管理部
2003年	４月　	ＵＦＪストラテジックパートナー株式会社出向
2004年	７月　	ＴＭＩ総合法律事務所	入所	パートナー（現任）
2019年	６月　	当社社外監査役（現任）
2019年12月　	株式会社エアウィーヴ社外監査役（現任）
2021年	６月　	株式会社アイシン補欠監査役（現任）

2002年	４月　	横浜市立大学商学部専任講師
2003年10月　	横浜市立大学商学部助教授
2004年10月　	一橋大学大学院国際企業戦略研究科助教授
2007年	４月　	一橋大学大学院国際企業戦略研究科准教授
2016年	６月　	株式会社バンダイナムコホールディングス社外取締役
2018年	４月　	一橋大学大学院経営管理研究科准教授
2019年	４月　	一橋大学大学院経営管理研究科教授（現任）
2019年	６月　	当社社外監査役（現任）
2019年12月　	ダーウィン・キャピタル・パートナーズ株式会社社外監査役（現任）
2021年	６月　	日本調剤株式会社社外取締役（現任）
2022年	１月　株式会社グッドコムアセット社外取締役（現任）

社外監査役	 柴山　珠樹
1982年	４月　	日本商工会議所入職
1986年10月　	大和証券株式会社入社
2002年	４月　	大和証券ＳＭＢＣ株式会社（現	大和証券株式会社）公開引受部部長
2007年	４月　	同社大阪公開引受部長
2009年	４月　	同社引受審査部長
2010年10月　	大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社（現	大和証券株式会社）監

査役室長
2011年	４月　	同社事業法人第七部担当部長
2015年	４月　	大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社常勤監査役	

大和インベスター・リレーションズ株式会社監査役	
株式会社大和ファンド・コンサルティング監査役

2020年	６月　	当社社外監査役（現任）
2020年	９月　	ＡＩＱ株式会社常勤監査役（現任）

社外監査役（常勤）		鈴木　耕典
1999年	４月　	株式会社ＴＯＫＡＩ入社
2005年12月　	新日本有限責任監査法人	

（現	ＥＹ新日本有限責任監査法人）入所
2011年	４月　	公認会計士登録
2018年10月　	株式会社海外需要開拓支援機構入社
2019年	８月　	鈴木耕典公認会計士事務所開設
2020年	６月　	当社社外監査役（現任）

監査役（常勤）	 森　隆士
1990年	４月　	当社入社
2012年	６月　	当社グループ総合企画部	

グループ財務マネージャー	兼	グループ広報マネージャー	
ナイス株式会社執行役員	経営推進本部財務部長	兼	広報室長

2013年	１月　	ナイス株式会社執行役員	資材事業本部リビングＭＤ事業部長
2014年	１月　	ナイス株式会社執行役員
2017年	９月　	当社グループ総合企画部グループ広報マネージャー	

ナイス株式会社執行役員	経営推進本部	財務・経理・広報担当
2018年	６月　	ナイス株式会社取締役執行役員	経営推進本部副本部長	兼	広報室長
2019年	９月　	当社グループ経営推進本部副本部長	兼	広報部長	

ナイス株式会社取締役執行役員	経営推進本部副本部長
2020年	１月　	当社内部監査室長	兼	管理本部副本部長	兼	広報部長
2020年	３月　	当社監査役（現任）

社外取締役		 濱田　清仁
1985年10月　	監査法人サンワ事務所（現	有限責任監査法人トーマツ）入所
1989年	４月　	公認会計士登録
1998年	２月　	税理士登録
1998年	４月　	よつば総合会計事務所パートナー（現任）
2004年	６月　	株式会社ＧＤＨ監査役
2007年	６月　株式会社キトー社外監査役（現任）
2014年	３月　	メディカル・データ・ビジョン株式会社社外監査役（現任）
2016年	９月　株式会社ＳＯＵ（現	バリュエンスホールディングス株式会社）社外監査役
2017年	９月　株式会社コンヴァノ社外取締役
2019年	６月　	当社社外取締役（現任）
2019年11月　	株式会社ＳＯＵ（現	バリュエンスホールディングス株式会社）	

社外取締役（監査等委員）

社外取締役		 田村　潤
1973年	４月　	麒麟麦酒株式会社（現	キリンホールディングス株式会社）入社
1995年	９月　	同社高知支社長
2004年	３月　	同社執行役員中部圏統括本部長
2007年	３月　	同社常務執行役員営業本部長
2007年	６月　	同社代表取締役副社長営業本部長
2015年11月　株式会社大庄社外監査役(現任)
2018年	５月　	100年プランニング株式会社代表取締役(現任)
2020年	６月　	当社社外取締役（現任）

取締役		 田部　博
1990年	４月　	日榮ファイナンス株式会社入社
1996年11月　	当社転籍
2017年	７月　	ナイス株式会社執行役員	経営推進本部総務部長
2017年	９月　	当社グループ総合企画部	グループ人事マネージャー	

ナイス株式会社執行役員	経営推進本部人事部長
2019年	９月　	当社グループ経営推進本部副本部長	兼	人事部長
2020年	１月　	当社管理本部副本部長	兼	人事部長
2020年	３月　	当社執行役員	管理本部副本部長
2022年	６月　	当社取締役	管理本部副本部長（現任）

取締役		 原口　洋一
1984年	４月　	当社入社
2011年	７月　	ナイス株式会社執行役員	住宅事業本部首都圏営業部統括部長
2013年	６月　	ナイス株式会社取締役執行役員	住宅事業本部副本部長
2016年	９月　	ナイス株式会社取締役常務執行役員	住宅事業本部副本部長
2017年	６月　	ナイス株式会社理事
2020年	３月　	当社上席執行役員	住宅事業本部副本部長
2021年	４月　	当社上席執行役員	住宅事業本部長
2022年	６月　	当社取締役	住宅事業本部長（現任）

社外取締役		 鈴木　信哉
1981年	４月　	林野庁入庁
2004年	４月　	同庁経営課特用林産対策室長
2008年	７月　	同庁木材産業課長
2010年	７月　	同庁経営企画課長
2012年	７月　	同庁中部森林管理局長
2014年	４月　	独立行政法人森林総合研究所理事
2016年	７月　	ノースジャパン素材流通協同組合理事長（現任）
2017年	６月　	当社社外取締役（現任）

社外取締役		 小久保　崇
2000年10月　	弁護士登録	

西村総合法律事務所（現	西村あさひ法律事務所）入所
2014年	３月　	小久保法律事務所設立
2014年	７月　株式会社ＡＤＣ代表取締役
2017年	１月　	ＡＯＩ	ＴＹＯ	Ｈｏｌｄｉｎｇｓ株式会社	社外取締役（監査等委員）	

株式会社アズーム社外取締役（現任）
2017年	３月　	弁護士法人小久保法律事務所代表社員（現任）
2019年	６月　	当社社外取締役（現任）
2020年	６月　	オイシックス・ラ・大地株式会社社外監査役（現任）

代表取締役社長		 杉田　理之
1983年	４月　当社入社
2005年	１月　当社資材事業本部	執行役員
2007年11月　	ナイス株式会社取締役執行役員	資材事業本部副本部長
2010年	１月　	ナイス株式会社取締役執行役員	資材事業本部長
2010年	６月　当社取締役
2011年	６月　	ナイス株式会社取締役常務執行役員	資材事業本部長
2018年	６月　ナイス株式会社代表取締役社長
2019年	５月　当社代表取締役社長
2020年	２月　	ナイス株式会社代表取締役社長	兼	住宅事業本部長
2020年	３月　当社代表取締役社長	兼	住宅事業本部長
2021年	４月　当社代表取締役社長
2022年12月　当社代表取締役社長	兼	管理本部長（現任）

取締役		 川路　泰三
1988年	４月　当社入社
2006年	４月　当社資材事業本部	執行役員
2007年11月　	ナイス株式会社取締役執行役員	資材事業本部副本部長
2014年	４月　	ナイス株式会社取締役常務執行役員	資材事業本部副本部長
2018年	６月　	当社取締役	

ナイス株式会社取締役常務執行役員	資材事業本部長
2020年	３月　当社取締役	資材事業本部長（現任）

取締役のスキルマトリックス
当社は、知識・経験・能力としてふさわしい者を取締役に選任するという方針により臨み、様々な多様性の面に配慮し取締役を選任いたしました。取締
役会としての知識・経験・能力のバランス及び多様性を確保し、機能性に鑑み規模に関しても適正な構成と判断しています。

氏名 年齢 社外役員 独立役員 地位・担当
期待するスキル等

経営管理 戦略立案 事業知見 財務・会計 法令

杉田　理之 64 代表取締役社長	兼	管理本部長 ○ ○ ○

川路　泰三 59 取締役	資材事業本部長 ○ ○ ○

原口　洋一 61 取締役	住宅事業本部長 ○ ○ ○

田部　　博 56 取締役	管理本部副本部長 ○ ○ ○

鈴木　信哉	 65 ○ ○ 社外取締役 ○ ○

小久保　崇 48 ○ ○ 社外取締役 ○ ○

濱田　清仁 65 ○ ○ 社外取締役 ○ ○

田村　　潤 72 ○ ○ 社外取締役 ○ ○

（注）年齢、地位・担当は2022年12月26日現在のものです。

(注)１.取締役及び監査役の役職は2022年12月26日現在のものです。

２.	当社は、2007年10月１日付にて持株会社体制に移行し、同日、すてきナイスグ
ループ株式会社に商号を変更しました。2007年10月から2020年3月までの
ナイス株式会社（以下「旧ナイス株式会社」といいます。）は、当社が持株会社体
制に移行した際、当社の事業に関して有する権利義務を承継した当社100％出
資の事業子会社です。当社は2020年3月31日付にて旧ナイス株式会社を吸収
合併し、同日、すてきナイスグループ株式会社からナイス株式会社に商号を変更
しました。
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項目 単位 2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

人材・労働
連結従業員数 人 1,831 1,853 2,056 2,234 2,314 2,420 2,506 2,665 2,495 2,457 2,534 
従業員数 人 1,088 1,087 1,144 1,139 1,175 1,176 1,211 1,102 977 940 952 
　女性従業員比率 ％ 18.8 19.4 22.8 24.1 23.6 24.3 25.4 22.8 22.9 23.5 25.2 
男性の平均勤続年数 年 16.9 17.1 17.5 17.5 17.3 17.4 17.8 18.1 19.4 20.0 20.3
女性の平均勤続年数 年 10.7 10.9 9.9 10.0 10.5 10.8 10.4 12.3 14.0 14.8 14.2
平均年次有給休暇取得率 ％ ー ー 33.2 35.3 34.1 38.2 39.4 47.3 52.9 37.7 53.5 
男性の育児休業取得率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.6 0.0 0.0 5.3 

ダイバーシティ＆インクルージョン
女性管理職比率 ％ 0.5 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 1.0 1.1 2.0 2.6 3.2
新卒採用者数 人 24 52 42 47 56 46 60 47 40 4 23 
　女性採用比率 ％ 45.8 25.0 26.2 34.0 21.4 28.3 30.0 23.4 20.0 0.0 34.8 
キャリア採用者数 人 2 3 8 8 12 17 9 1 1 4 31 
　女性採用比率 ％ 0.0 0.0 12.5 0.0 8.3 17.7 0.0 0.0 0.0 25.0 67.7 

⃝財務（連結）

⃝非財務※

項目 単位 2012年
3月期

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

損益状況
売上高 百万円 241,672 227,410 270,749 235,984 242,833 250,179 241,688 244,183 251,475 214,069 229,514
営業利益 百万円 3,351 2,781 2,734 24 1,358 1,130 102 1,456 1,203 4,493 10,224
経常利益又は経常損失 百万円 2,339 1,797 1,825 △533 927 795 △167 784 357 3,942 9,589
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失 百万円 1,060 910 968 △1,030 291 △63 △152 368 △3,787 2,017 4,482

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 22,938 △3,570 13,823 △10,020 △4,690 △54 1,520 2,125 14,654 15,828 1,734
投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △1,616 △2,720 △5,834 △4,029 △438 △3,150 △5,200 △2,818 5,527 △623 △675
財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △6,427 △11,242 △1,579 9,190 △1,019 2,943 △682 352 △16,938 △6,968 4,278

財務状態
総資産 百万円 171,677 163,604 173,370 179,491 175,111 180,817 178,965 179,168 148,650 143,874 157,921
純資産 百万円 40,802 42,048 43,740 44,796 43,258 44,470 44,374 43,627 35,992 39,160 48,543

１株当たり情報
１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失 円 109.90 94.56 101.88 △109.83 31.06 △6.77 △16.23 39.34 △403.85 216.09 410.56
１株当たり純資産 円 4,059.00 4,211.51 4,437.06 4,531.05 4,355.03 4,456.21 4,429.61 4,290.97 3,474.38 3,904.25 3,855.78
１株当たり配当額 円 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 30.00 ー ー 30.00 50.00

財務指標
総資産経常利益率（ROA） ％ 1.3 1.1 1.1 △0.3 0.5 0.4 △0.1 0.4 0.2 2.7 6.4
自己資本当期純利益率（ROE） ％ 2.8 2.3 2.4 ー 0.7 ー ー 0.9 ー 5.9 11.0
自己資本比率 ％ 22.8 24.7 24.0 23.7 23.3 23.1 23.2 22.5 21.9 25.2 28.8

※	「連結従業員数」を除き、ナイス株式会社単体でのデータとなります。なお、2017年10月1日付で吸収合併したナイスホーム株式会社及び2020年3月31日付で吸収合併した旧ナイス株式会社
を含みます。

2015年3月期、2017年3月期、	2018年3月期及び2020年3月期の自己資本当期純利益率は、親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているため、記載していません。	
2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しています。2012年3月期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は	
1株当たり当期純損失（△）を算定しています。	
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号	2020年３月31日)等を2022年3月期の期首から適用しており、2022年3月期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用し
た指標等となっています。	
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会社概要

コーポレートサイトのご案内会 社 名 ナイス株式会社（Nice	Corporation）

所 在 地 〒230-8571	神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央四丁目33番1号
TEL:	045-521-6111（代表）		FAX:	045-521-6107

設 立 1950（昭和25）年6月23日
資 本 金 244億26百万円（2022年9月30日現在）
決 算 期 3月31日
上 場 東京証券取引所	スタンダード市場（証券コード：8089）
連 結 売 上 高 2,295億14百万円（2022年3月期）
連 結 従 業 員 数 2,534名（2022年3月31日現在）
代表取締役社長 杉田　理之

当社の事業内容、ニュースリリー
ス、IR情報等の最新情報をご覧い
ただけます。

建築資材事業
ナイスプレカット株式会社
木材製品の製造、加工及び販売ほか

テクノワークス株式会社
テクノストラクチャー部材及び関連部材の販売ほか

ウッドファースト株式会社
木材の製材・加工

ホクリク住材株式会社
住宅資材卸売事業、住環境事業

スマートパワー株式会社
太陽光発電システムの開発・販売

株式会社アルボレックス
住宅部材の製造販売

伊予木材株式会社
建材・住宅設備機器の販売、木材チップ等の製造販売

株式会社菱元屋
木材・建材・住宅設備機器・サッシの販売

Nice International Canada Corporation
北米産木材等の輸出

ノブレスキッチン株式会社
オリジナル水回り製品の企画・販売

建築工事事業
ナイスユニテック株式会社
一戸建住宅等の施工、住宅設備機器等の工事請負

コンサルティング事業
プロパティオン株式会社
住宅履歴の運用・管理

ソフトウェア開発・販売事業
ナイスコンピュータシステム株式会社
木材・住宅業界の業務用ソフトウェアの開発・販売

運送・倉庫事業
SDロジ株式会社
物流代行事業・3PL事業

ケーブルテレビ事業
YOUテレビ株式会社
一般放送事業ほか

住宅事業
ナイス賃貸情報サービス株式会社
マンション等の賃貸の仲介及び管理

ナイスコミュニティー株式会社
マンション等の総合管理

ナイスコミュニティーサービス株式会社
マンション管理事業・建物設備管理事業・清掃事業・管理
員事業・介護事業（訪問介護・居宅介護支援・通所介護）

リナイス株式会社
不動産の売買、賃貸、管理及びその仲介、建築工事の設計、
管理及びその請負

フェニーチェほっとリビング株式会社
建築工事の設計・施工・あっせん並びに請負、一戸建住宅
の販売

パワーホーム青森株式会社
建築工事の設計・施工・あっせん並びに請負、一戸建住宅
の販売

プレステ―ジホーム沖縄株式会社
建築工事の設計・施工・あっせん並びに請負、一戸建住宅
の販売

菊池建設株式会社
注文住宅及び社寺仏閣の建築工事の設計・施工・あっせん
並びに請負

株式情報（2022年9月30日現在）

株主名 持株数（株）持株比率（％）
株式会社ヤマダホールディングス 2,100,000 17.79
技研ホールディングス株式会社 1,514,300 12.83
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 795,000 6.74
株式会社横浜銀行 464,707	 3.94
株式会社みずほ銀行 463,903 3.93
株式会社りそな銀行 333,904 2.83
明治安田生命保険相互会社 321,520 2.72
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 224,100 1.90
パナソニックホールディングス株式会社 210,100 1.78
吉野石膏株式会社 210,021 1.78

⃝発行可能株式総数　　
　29,069,600株

⃝発行済株式の総数　　
　11,802,018株
　（自己株式368,701株を除く）

⃝株主数
　5,122名

⃝大株主（上位10名）

（注）上記のほか、自己株式368,701株があります。

 詳細は

代
表
取
締
役
社
長

監
査
役

資
材
事
業
本
部

住
宅
事
業
本
部

管
理
本
部

東
北
ブ
ロ
ッ
ク

情
報
館
事
業
部

財
務
部

監
査
役
室

関
東
ブ
ロ
ッ
ク

マ
ン
シ
ョ
ン
事
業
部

経
理
部

関
東
木
材
ブ
ロ
ッ
ク

注
文
住
宅
事
業
部

広
報
部

首
都
圏
第
一
ブ
ロ
ッ
ク

分
譲
住
宅
事
業
部

総
務
部

首
都
圏
第
二
ブ
ロ
ッ
ク

リ
フ
ォ
ー
ム
事
業
部

人
事
部

首
都
圏
木
材
ブ
ロ
ッ
ク

カ
ス
タ
マ
ー
サ
ー
ビ
ス
部

法
務
部

中
部
ブ
ロ
ッ
ク

営
業
推
進
部

I
T
推
進
部

中
部
木
材
ブ
ロ
ッ
ク

保
険
推
進
室

業
務
部

経
営
企
画
室

事
業
推
進
室

関
西
ブ
ロ
ッ
ク

中
国
ブ
ロ
ッ
ク

四
国
ブ
ロ
ッ
ク

九
州
ブ
ロ
ッ
ク

西
日
本
木
材
ブ
ロ
ッ
ク

木
材
特
販
部

素
材
流
通
部

木
材
事
業
部

住
設
事
業
部

住
宅
シ
ス
テ
ム
事
業
部

リ
ビ
ン
グ
M
D
事
業
部

設
計
積
算
セ
ン
タ
ー

木
造
建
設
事
業
部

市
場
開
発
部

事
業
開
発
部

営
業
推
進
部

総
務
経
理
部

物
流
部

グ
ル
ー
プ
生
産
統
括
室

内部監査室

組織図（2022年12月26日現在）

41 42Nice Corporation Nice Corporation

会社概要 主要グループ会社紹介




